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連絡体制および連絡フロー 

 

災害時連携計画に基づき、非常災害時の連絡体制および連絡フローについて下記のとおり定

める。 

 

１．各一般送配電事業者の体制整備・事前の共有 

 各一般送配電事業者は、非常災害時の連携が円滑に進むよう、事前に各一般送配電事業者

の災害対応の総括窓口や各部門の窓口を設置のうえ、その連絡先を共有する。非常災害時に

おける基本的事項の連絡は、総括窓口の責任者間で行うことを原則とする。ただし、対応の

長期化が予想される場合は、関係箇所に周知のうえ、代員を連絡窓口に充てることができる。 

 

２．各一般送配電事業者間の連絡 

 被災事業者への連絡輻輳等による負担を軽減することを目的に、地域毎に幹事事業者をお

くこととし、あらかじめ選出しておく。また、その幹事事業者が被災した場合に備え、幹事

会社の代行順位を定めておく。 

被災事業者は、被災地域幹事事業者（代行幹事事業者）を通じて、各一般送配電事業者と

連絡をとるとともに、電力広域的運営推進機関と復旧応援の実施について連絡・調整を行う。 

（参考）一般送配電事業者間の連絡体制の概要 

 

（参考）一般送配電事業者の地域割り 

地 域 一般送配電事業者 

東地域 北海道電力ﾈｯﾄﾜｰｸ㈱、東北電力ﾈｯﾄﾜｰｸ㈱、東京電力ﾊﾟﾜｰｸﾞﾘｯﾄﾞ㈱ 

中地域 中部電力ﾊﾟﾜｰｸﾞﾘｯﾄﾞ㈱、北陸電力送配電㈱、関西電力送配電㈱ 

西地域 中国電力ﾈｯﾄﾜｰｸ㈱、四国電力送配電㈱、九州電力送配電㈱、沖縄電力㈱ 

以 上 
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（更新履歴） 

  

  

  

 


